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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第90期
第３四半期
連結累計期間

第91期
第３四半期
連結累計期間

第90期

会計期間
自　2020年４月１日
至　2020年12月31日

自　2021年４月１日
至　2021年12月31日

自　2020年４月１日
至　2021年３月31日

売上高 (千円) 10,502,333 12,215,831 15,214,323

経常利益又は経常損失（△） (千円) △448,353 481,011 △295,052

親会社株主に帰属する四半期純利

益又は親会社株主に帰属する四半

期（当期）純損失（△）

(千円) △395,581 333,810 △547,518

四半期包括利益又は包括利益 (千円) △956,974 △167,618 △606,488

純資産額 (千円) 22,963,142 22,776,182 23,313,711

総資産額 (千円) 33,351,385 35,018,722 34,968,678

１株当たり四半期純利益又は１株

当たり四半期（当期）純損失

（△）

(円) △10.79 9.11 △14.94

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
(円) － － -

自己資本比率 (％) 68.4 64.6 66.2

 

回次
第90期
第３四半期
連結会計期間

第91期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自　2020年10月１日
至　2020年12月31日

自　2021年10月１日
至　2021年12月31日

１株当たり四半期純利益 (円) 5.94 4.88

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

３．１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期（当期）純損失（△）の算定上の基礎となる普通株式の期中

平均株式数については、従業員インセンティブ・プラン「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」制度の信託財産

として、株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が所有している当社株式を控除対象の自己株式に含めて

算定しております。

４．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の期

首から適用しており、当第３四半期連結累計期間及び当第３四半期連結会計期間に係る主要な経営指標等に

ついては、当該会計基準等を適用した後の指標等となっております。

 

EDINET提出書類

株式会社シンニッタン(E01289)

四半期報告書

 2/22



２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経

営者が連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識してい

る主要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありま

せん。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものです。

(1）財政状態及び経営成績の状況

　当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、外部環境として最も大きな影響が懸念される新型コロナウイ

ルス感染症の拡大が一時的に縮小期を迎えたかに思われましたが、世界的な情勢を見ても根絶されたとは言い難

く、また変異株発現の報告もあって、依然として先行きの見通しが立ちにくい状況にあります。しかしながら商業

活動の制限が緩和されたことや、ワクチン接種の進捗が認められたことなどにより、景気の持ち直しに対する期待

は強くなりました。

　当社グループの業績においては、建設機械産業向け鍛造品の需要が引続き力強く推移し、好調な業績を維持しま

した。一方、自動車産業向け鍛造事業や物流事業においては、半導体不足に伴う自動車生産活動の停滞が続いたこ

とにより、当社グループの受注が想定通りに行かない状況も生じました。以上のように好悪両面の入り混じった経

済環境に直面しましたが、新型コロナウイルス感染症に不意打ちされた前期と比較すれば、リスク管理体制を見直

すことで当社グループの業績も総じて回復基調となりました。

 

　このような状況下、当社グループの当第３四半期連結累計期間の売上高は、主力の鍛造事業で受注回復の傾向が

見られ、前年同四半期比17億13百万円増加の122億15百万円となりました。また利益については、売上高の増加に

伴い、営業利益が３億28百万円（前年同四半期は７億36百万円の損失）、経常利益は４億81百万円（同４億48百万

円の損失）、親会社株主に帰属する四半期純利益は３億33百万円（同３億95百万円の損失）となりました。

　なお、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等の適用により、従来の方法に比べて売上高が12億83百万円減少しています。また、営業利益及び経常利益

に与える影響はいずれも僅少であります。

 

　セグメントの業績は、次のとおりです。

鍛造事業

　当社グループの主要事業である鍛造事業は、受注の回復により売上高は前年同四半期比16億25百万円増加の100

億59百万円、営業利益は製造部門での操業度の上昇等により５億２百万円（前年同四半期は５億98百万円の損失）

となりました。なお、鍛造事業においては、収益認識会計基準等の適用により、従来の方法に比べて売上高が12億

83百万円減少していますが、営業利益に与える影響は僅少であります。各分野の状況は以下のとおりです。

①　自動車産業向け

　鍛造品の主要マーケットである国内自動車産業は海外生産拡大による現地調達化の基調が続いており、国内鍛

造事業の業績は伸び悩んでおります。一方、前年同四半期に比べ、新型コロナウイルス感染症の影響は軽減さ

れ、当第３四半期連結累計期間での業績は回復基調となっております。しかしながら、半導体不足を起因とした

自動車生産活動の停滞の影響が当初想定より長引いているため、2022年３月期下期での利益積上げに向けて厳し

い環境が想定されますが、業績見込には反映済みであります。

　タイ国の子会社においては、半導体不足による自動車生産台数減少の影響を一部受けながらも、前期に比べれ

ば自動車産業からの受注が回復し、業績は堅調に推移しております。但し、日本に比べタイ国内では新型コロナ

ウイルス感染規模の低位安定を確認しにくく、社内感染の極小化を目的とした保守的な出社制限等を実施するな

ど、慎重な管理のもと日々の業務を運営しております。

 

②　建設機械産業向け

　建設機械産業は、建設機械ならびに鉱山機械の市況が順調に推移することにより、関連する鍛造部品の受注が

高水準で推移し、当初想定を上回る業績を上げております。

 

建機事業

　仮設機材の販売・リースを行う建機事業は、首都圏での再開発事業や社会インフラの改修整備等が堅調なことか

ら、仮設機材の需要が回復基調にあり、前年同期を下回らない水準で推移しました。この結果、売上高は前年同四

半期比85百万円増加の13億19百万円、営業利益は、売上高の増加もあり同13百万円増加の27百万円でした。
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物流事業

　金属製パレットの製造販売を中心とした物流事業は、自動車製造業を営む取引先が半導体不足の影響から生産を

抑制すると同時にパレットを買い控える傾向にあり、売上を確保するなかにあっては、一部利益率の低い案件も混

在しました。この結果、売上高は前年同四半期比５百万円増加の６億77百万円、営業利益は９百万円（前年同四半

期は51百万円の利益）となりました。

 

不動産事業

　不動産事業の売上高は、一部テナントの入れ替わりがあるも入居状況は堅調に推移し、前年同四半期比３百万円

減少の１億60百万円となり、営業利益は同４百万円増加の96百万円となりました。

 

　財政状態は、次のとおりです。

　当第３四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ50百万円増加し、350億18百万円とな

りました。主な増減として、流動資産では、売上債権が回収進捗等により１億71百万円減少した代わりに現金及び

預金が６億19百万円増加したこと、主に鍛造事業において半導体不足に起因する自動車の生産調整に伴う出荷停滞

並びに鋼材価格の上昇により棚卸資産が４億６百万円増加したこと、収益認識会計基準等の適用に伴い有償支給取

引に係る資産が２億15百万円増加したことなどにより、流動資産合計は前連結会計年度末に比べ10億86百万円増加

し、191億28百万円となりました。また、固定資産は、主に有形固定資産が減価償却により６億５百万円減少した

こと並びに投資有価証券が一部売却と時価下落により４億27百万円減少したことにより、固定資産合計は前連結会

計年度末に比べ10億36百万円減少し、158億90百万円となりました。

　流動負債では、主に鍛造事業において受注回復に伴う仕入の増加及び鋼材価格の上昇により、仕入債務が９億33

百万円増加したこと、収益認識会計基準等の適用により有償支給取引に係る負債が１億１百万円増加した一方、設

備代金の支払い等により未払金が５億15百万円減少したことなどにより、流動負債合計は前連結会計年度末に比べ

５億51百万円増加し、107億56百万円となりました。また、固定負債では、繰延税金負債が31百万円減少したこ

と、退職給付に係る負債が59百万円増加したことなどにより、固定負債合計は前連結会計年度末に比べ35百万円増

加し、14億85百万円となりました。

　純資産は、利益計上と配当金支払いの差引等により利益剰余金が36百万円減少したこと、保有有価証券の一部売

却および時価下落や為替換算調整によりその他の包括利益累計額合計が４億98百万円減少したことなどにより、純

資産合計は前連結会計年度末に比べ５億37百万円減少し、227億76百万円となりました。

　なお、収益認識会計基準等の適用により、利益剰余金の期首残高が２百万円減少しております。

 

(2）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

(3）経営方針・経営戦略等

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

 

(4）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要

な変更はありません。

 

(5）研究開発活動

　該当事項はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 115,000,000

計 115,000,000

 

②【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数（株）
（2021年12月31日）

提出日現在
発行数（株）

（2022年２月14日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 55,000,000 55,000,000
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数は100株であ

ります。

計 55,000,000 55,000,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

2021年10月１日～

2021年12月31日
－ 55,000,000 － 7,256,723 － ―

 

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

 

①【発行済株式】

    2021年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 18,151,200

完全議決権株式（その他） 普通株式 36,829,000 368,290 －

単元未満株式 普通株式 19,800 － 一単元（100株）未満の株式

発行済株式総数  55,000,000 － －

総株主の議決権  － 368,290 －

（注）１．「完全議決権株式（その他）」の株式数には、従業員インセンティブ・プラン「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯ

Ｐ）」制度の信託財産として所有する当社株式194,600株、また議決権の数には1,946個を含めております。

　　　２．「単元未満株式」の中には、当社所有の自己株式２株が含まれております。

　　　３．当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（2021年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

 

②【自己株式等】

    2021年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数の
割合（％）

（自己保有株式）

株式会社シンニッタン

茨城県高萩市上手綱3333番

地３
18,151,200 - 18,151,200 33.00

計 － 18,151,200 - 18,151,200 33.00

（注）　従業員インセンティブ・プラン「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」制度の信託財産として株式会社日本カスト

ディ銀行（信託Ｅ口）が保有する当社株式194,600株は、上記自己株式に含まれておりません。

 

２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2021年10月１日から2021

年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2021年４月１日から2021年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、新創監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 9,893,015 10,512,399

受取手形及び売掛金 3,284,320 －

受取手形、売掛金及び契約資産 － ※１ 2,875,675

電子記録債権 1,006,410 ※１ 1,243,373

製品 1,571,893 1,699,753

半製品 125,618 204,534

仕掛品 857,387 859,931

原材料及び貯蔵品 714,990 912,252

その他 588,387 821,564

貸倒引当金 △352 △1,057

流動資産合計 18,041,672 19,128,427

固定資産   

有形固定資産   

土地 5,994,146 5,984,132

その他（純額） 6,792,466 6,197,051

有形固定資産合計 12,786,612 12,181,183

無形固定資産 82,975 103,251

投資その他の資産   

投資有価証券 3,831,573 3,404,023

その他 227,995 203,985

貸倒引当金 △2,150 △2,150

投資その他の資産合計 4,057,418 3,605,859

固定資産合計 16,927,006 15,890,294

資産合計 34,968,678 35,018,722
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 2,897,027 ※１ 3,678,181

電子記録債務 968,473 ※１ 1,120,501

短期借入金 5,117,067 5,135,014

未払法人税等 21,453 80,901

賞与引当金 154,361 115,008

環境対策引当金 27,933 4,591

資産除去債務 4,200 －

その他 1,014,398 ※１ 622,627

流動負債合計 10,204,916 10,756,825

固定負債   

繰延税金負債 787,869 756,652

株式給付引当金 36,462 31,652

環境対策引当金 7,170 6,634

退職給付に係る負債 467,113 527,063

その他 151,435 163,710

固定負債合計 1,450,050 1,485,713

負債合計 11,654,967 12,242,539

純資産の部   

株主資本   

資本金 7,256,723 7,256,723

資本剰余金 6,647,746 6,647,746

利益剰余金 15,354,262 15,317,512

自己株式 ※２ △7,468,519 △7,467,869

株主資本合計 21,790,213 21,754,113

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 1,145,066 985,005

為替換算調整勘定 208,817 △129,424

その他の包括利益累計額合計 1,353,884 855,581

非支配株主持分 169,613 166,487

純資産合計 23,313,711 22,776,182

負債純資産合計 34,968,678 35,018,722
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（２）【四半期連結損益及び包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第３四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年12月31日)

 当第３四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日)

売上高 10,502,333 12,215,831

売上原価 10,150,418 10,712,455

売上総利益 351,915 1,503,375

販売費及び一般管理費   

従業員給料 331,645 335,691

運賃 208,322 253,510

その他 548,540 585,783

販売費及び一般管理費合計 1,088,508 1,174,985

営業利益又は営業損失（△） △736,593 328,389

営業外収益   

受取利息 28,111 12,315

受取配当金 85,454 107,437

雇用調整助成金 148,466 24,076

その他 59,075 40,225

営業外収益合計 321,108 184,055

営業外費用   

支払利息 23,231 20,651

為替差損 9,018 5,998

その他 618 4,784

営業外費用合計 32,868 31,433

経常利益又は経常損失（△） △448,353 481,011

特別利益   

投資有価証券売却益 39,904 14,664

環境対策引当金戻入益 － 16,820

特別利益合計 39,904 31,484

特別損失   

固定資産処分損 9,259 －

投資有価証券売却損 － 1,092

特別退職金 15,121 －

特別損失合計 24,381 1,092

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△）
△432,829 511,403

法人税、住民税及び事業税 45,345 117,626

法人税等調整額 △76,628 56,190

法人税等合計 △31,283 173,816

四半期純利益又は四半期純損失（△） △401,546 337,587

（内訳）   

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△）
△395,581 333,810

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△）
△5,964 3,776
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  （単位：千円）

 
 前第３四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年12月31日)

 当第３四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日)

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 195,495 △160,060

為替換算調整勘定 △750,923 △345,144

その他の包括利益合計 △555,428 △505,205

四半期包括利益 △956,974 △167,618

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △935,991 △164,491

非支配株主に係る四半期包括利益 △20,983 △3,126
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【注記事項】

（会計方針の変更）

 （収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）等を第

１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービス

と交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。これにより、買戻し義務を負っている有償支

給取引については、金融取引として有償支給先に残存する支給品の棚卸資産を認識するとともに、有償支給先に残存する

支給品の期末棚卸高について金融負債を認識しております。有償受給取引については、従来有償支給元への売り戻し時に

売上高と売上原価を計上しておりましたが、加工代相当額のみを純額で収益として認識する方法に変更しております。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っており、第

１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半期連結会計期間の

期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。ただし、収益認識会計基準第86項に

定める方法を適用し、第１四半期連結会計期間の期首より前までに従前の取扱いに従ってほとんどすべての収益の額を認

識した契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。

　この結果、従前の会計処理と比較して、当第３四半期連結累計期間の売上高は1,283,492千円減少し、売上原価は

1,287,965千円減少しております。営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ4,473千円増加しており

ます。また、棚卸資産は111,848千円減少し、流動資産その他は215,884千円、流動負債その他は101,635千円それぞれ増

加しております。さらに利益剰余金の当期首残高は2,072千円減少しております。

　収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示していた「受取

手形及び売掛金」は、第１四半期連結会計期間より「受取手形、売掛金及び契約資産」に含めて表示することとしまし

た。なお、収益認識会計基準第89-2項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度について新たな表示方法により

組替えを行っておりません。さらに、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号　2020年３月31日）第

28-15項に定める経過的な取扱いに従って、前第３四半期連結累計期間に係る顧客との契約から生じる収益を分解した情

報を記載しておりません。

 

 （時価の算定に関する会計基準等の適用)

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」という。）等を

第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準

第10号　2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針

を、将来にわたって適用することとしております。なお、四半期連結財務諸表に与える影響はありません。

 

 （税金費用の計算方法の変更）

　税金費用の計算につきましては、従来、連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理

的に見積り、税引前四半期純利益に当該税率を乗じて計算する四半期特有の会計処理を採用しておりましたが、四半期連

結累計期間の税金費用をより適切に計算することを目的として、第１四半期連結会計期間より年度決算と同様の原則的な

会計処理に変更しております。なお、この変更による影響は軽微であるため、遡及適用は行っておりません。

 

（会計上の見積りの変更）

 （退職給付に係る負債）

　連結子会社であるサイアム・メタル・テクノロジー社は、第１四半期連結会計期間より、退職給付債務の簡便法の計算

方法を変更しております。当該変更は退職給付債務の見積りに必要な情報が一定程度入手可能になり金額を合理的に見積

ることが可能となったため行ったものであります。

　この変更に伴い、当第３四半期連結累計期間の退職給付に係る負債が64,739千円増加し、同額を退職給付費用として売

上原価（60,124千円）、販売費及び一般管理費（4,615千円）に計上しております。

 

（追加情報）

 （新型コロナウイルス感染症の拡大と半導体不足に伴う会計上の見積りについて）

　当第３四半期末においては、新型コロナウイルス感染症の収束時期等を予測することが依然困難な状況にありますが、

感染者数の拡大と縮小を繰り返す中にあっても、当社グループへの影響は徐々に緩和され、かつ限定的となっておりま

す。

　同じく世界的な半導体不足の収束時期も未だ予断を許さず、本格的な回復は来期以降になると見込んでおります。しか

しながら半導体不足の影響を受けにくい建設機械産業向け需要が旺盛で、自動車産業からの受注下振れを補っていること

から、当社グループへの影響は限定的であると見込んでおります。

　以上を勘案し、現時点で入手可能な情報を基に重要な会計上の見積りを行っており、現時点では前連結会計年度の有価

証券報告書に記載した会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。但しこの想

定には不確実性が含まれているため、今後の新型コロナウイルス感染症の拡大状況や半導体の供給状況によっては、当社

グループの業績等に影響を与える可能性があります。
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（四半期連結貸借対照表関係）

※１　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

　なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が、四半

期連結会計期間末残高に含まれております。

 
前連結会計年度
（2021年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（2021年12月31日）

受取手形 ―千円 33,425千円

電子記録債権 ― 〃 951 〃

支払手形 ― 〃 42,969 〃

電子記録債務 ― 〃 69,140 〃

設備関係支払手形 ― 〃 7,642 〃

 

※２　自己株式の残高には、2020年２月19日の取締役会決議に基づき、2020年２月20日に取得した自己株式5,687,500千

円が含まれていますが、当該取得は、会社法及び会社計算規則に基づき算定される分配可能額である5,526,478千円を超

えていたことが判明しております。なお、当第３四半期連結会計期間において、当該事項は生じておりません。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期連結

累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 2020年４月１日
至 2020年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 2021年４月１日
至 2021年12月31日）

減価償却費 994,625千円 959,156千円
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（株主資本等関係）

前第３四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年12月31日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年６月26日

定時株主総会
普通株式 367,487 10.00 2020年３月31日 2020年６月29日 利益剰余金

（注）１．配当金の総額には、従業員インセンティブ・プラン「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」制度の信託財産とし

て、株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が所有する当社株式に対する配当金971千円が含まれており

ます。

２．すでに支出された上記配当は、剰余金の分配可能額である11,783千円を超過しております。

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末

日後となるもの

　該当事項はありません。

 

当第３四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年12月31日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年６月25日

定時株主総会
普通株式 368,487 10.00 2021年３月31日 2021年６月28日 利益剰余金

（注）　配当金の総額には、従業員インセンティブ・プラン「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）制度の信託財産として、

株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が所有する当社株式に対する配当金1,959千円が含まれておりま

す。

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末

日後となるもの

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 鍛造事業 建機事業 物流事業 不動産事業 合計

売上高      

外部顧客への売上高 8,433,142 1,233,732 671,538 163,919 10,502,333

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － －

計 8,433,142 1,233,732 671,538 163,919 10,502,333

セグメント利益又は損失

（△）
△598,361 13,370 51,278 92,534 △441,177

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益及び包括利益計算書計上額との差額及

び当該差額の主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）
 

利益 金額

報告セグメント計 △441,177

全社費用（注） △295,415

四半期連結損益及び包括利益計算書の営業損失（△） △736,593

（注）　全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。
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Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 鍛造事業 建機事業 物流事業 不動産事業 合計

売上高      

外部顧客への売上高 10,059,116 1,319,415 677,229 160,069 12,215,831

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － －

計 10,059,116 1,319,415 677,229 160,069 12,215,831

セグメント利益 502,215 27,146 9,901 96,885 636,148

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益及び包括利益計算書計上額との差額及

び当該差額の主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）
 

利益 金額

報告セグメント計 636,148

全社費用（注） △307,759

四半期連結損益及び包括利益計算書の営業利益 328,389

（注）　全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 

３．報告セグメントの変更等に関する事項

　　会計方針の変更に記載のとおり、第１四半期連結会計期間の期首から収益認識会計基準等を適用し、収

益認識に関する会計処理方法を変更したため、事業セグメントの利益又は損失の算定方法を同様に変更し

ております。

　　当該変更により、従来の方法に比べて、当第３四半期連結累計期間の「鍛造事業」の売上高は

1,283,492千円減少し、セグメント利益は4,473千円増加しております。
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（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

 

当第３四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年12月31日）

（単位：千円）

 

報告セグメント

合計

鍛造事業部 建機事業部 物流事業部 不動産事業部

日本 7,631,453 735,191 677,229 5,297 9,049,172

タイ 2,427,662 ― ― ― 2,427,662

顧客との契約から生じる収益 10,059,116 735,191 677,229 5,297 11,476,835

その他の収益 ― 584,224 ― 154,771 738,996

外部顧客への売上高 10,059,116 1,319,415 677,229 160,069 12,215,831

※その他の収益は建機事業部のリースに係る収益及び不動産事業部の賃貸収益（共益費含む）であります。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失（△）及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第３四半期連結累計期間
（自　2020年４月１日
至　2020年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日
至　2021年12月31日）

１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損

失（△）
△10円79銭 ９円11銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株

主に帰属する四半期純損失（△）（千円）
△395,581 333,810

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利

益又は普通株式に係る親会社株主に帰属する四半

期純損失（△）（千円）

△395,581 333,810

普通株式の期中平均株式数（千株） 36,652 36,653

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり四半期純利益又は純損失の算定上の基礎となる普通株式の期中平均株式数については、従業員イ

ンセンティブ・プラン「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」制度の信託財産として、株式会社日本カストディ

銀行（信託Ｅ口）が所有している当社株式を控除対象の自己株式に含めて算定しております。

１株当たり四半期純利益又は純損失の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は前第３四半期連結

累計期間96千株、当第３四半期連結累計期間194千株である。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2022年２月14日

株式会社シンニッタン

取締役会　御中

 

新創監査法人

 東京都中央区

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 相川　高志

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 上条　香代子

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社シン

ニッタンの2021年４月１日から2022年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2021年10月１日から2021

年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2021年４月１日から2021年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、

すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益及び包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社シンニッタン及び連結子会社の2021年12月31日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要

な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかど

うか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において

四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が
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適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人

の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業

として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務

諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさ

せる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査

人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見事

項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じて

いる場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管している。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていない。
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